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〈自由論文〉
日本商工会議所簿記検定出題範囲改定に関する一考察
―簿記会計教育の課題の一検討―
A Introduction of the Revise of The Scope of The Official Business Skill Test in 
Bookkeeping, Japanese Chamber of Commerce and Industry
	 	 	 倉　井　　　潔	 井　出　健二郎
	 	 	 Kiyoshi	Kurai	 Kenjiro	Ide
【Abstract】
　The main issue is to recognize the revise of The Scope of The Official Business Skill Test in Bookkeeping, 
Japanese Chamber of Commerce and Industry（JCCI）.
　We understand The Official Business Skill Test in Bookkeeping（JCCI） as a significance skill test for 
business person. Also, we think the test an important education tool of training accounting and 
bookkeeping.
　In the process of introducting revised questions and answers, we’ll again understand the test a playing 
role of education tool.
【Keywords】
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1.　背景（Backgrounds）
　日本商工会議所の簿記検定試験については「商
工会議所簿記検定試験出題区分表」（以下，「区分
表」と略称する）がある。過去には，以下の時期
において改定がなされてきた。
　（1）昭和 34 年 9 月 1 日制定
　（2）昭和 58 年 2 月 22 日改定
　（3）平成 6 年 12 月 20 日改定
　（4）平成 11 年 4 月 1 日改定
　（5）平成13 年1月1日改定（平成14 年 4月1日施行）
　（6）平成17年11月16日改定（平成18 年4月1日施行）
　（7）平成18年12月25日改定（平成19年4月1日施行）
　（8）平成 21年1月7日改定（平成 21年 4月1日施行）
　（9）平成 22 年 2月1日改定（平成 22 年 4月1日施行）
　（10）平成23年2月9日改定（平成23年4月1日施行）
　（11）平成24 年2月9日改定（平成24 年4月1日施行）
　（12）平成25年2月7日改定（平成25年4月1日施行）
　これらの改定の原因は，会計書基準の設定・改
定や関係法令の制定・改正等を踏まえたものが大
半であった。
　ただし，平成 28 年度以降の改定では，次のよ
うな理由で改訂を行うことを明記している 1）。
　「一般的な企業における近年のビジネススタ
イルや会計実務の動向を踏まえ，検定試験がよ
り実際の企業活動や会計実務に即した実践的な
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ものとなるよう区分表を見直し，…（略）」
　ここでは，実際の企業活動や会計実務に即した
実践的なものとなるような改定を行うとしている。
簿記検定の試験内容（問題）と実務との整合性は
これまでも指摘されてきたことであり，今後の検
定試験の難易はさておき必要な改定と思われる。
これを受けて，日本商工会議所では，平成 27 年
度，平成 28 年度，平成 29 年度，平成 30 年度に
わたり改定する予定となっている。
　本稿は，平成 27 年度そして平成 28 年度に改定
予定である出題範囲について検討する。とりわけ，
簿記検定 2 級における商業簿記・会計学の範囲に
おいて大幅な改定がなされている。どのような改
定が行われたかを検討しておくことは，今後の大
学における簿記会計教育について考える上でも重
要である。
　そして，日本商工会議所がその改定のために
用意した「2 級・新規論点に関するサンプル問
題」2）がある。このサンプル問題は，簿記指導者
向けに，出題区分表の改定に伴い新たに２級の範
囲となる論点が，今後どのように出題されるかの
例を示すものである。すでに，平成 27 年 8 月に
リリースされ，各種簿記受験専門学校あるいはテ
キストの中で検討されている問題もある。そこで，
本稿ではサンプル問題として追加された有価証券
の期中売買と決算整理に関する問題，製造業を営
む会社の決算処理に関する問題について検討して
おくことにしたい。
2.　サンプル問題改題（追加問題）の検討
2.1.　有価証券の期中売買と決算整理に関する問題
　サンプル問題のうち，有価証券の期中売買と決
算整理に関する問題は以下のとおりである。
　次の資料にもとづき，以下の各問に答えなさい。
　条件
　（1）当社の会計期間は 3 月末日を決算日とする
1 年間である。
　（2）経過利息に円未満の端数が生じた場合には
円未満を四捨五入すること。また，経過利息以
外の利息は月割計算すること。
　（3）有価証券の売却手数料は独立した費用とせ
ず，売却損益に含めること。
　（4）その他有価証券の時価評価差額に税効果会
計を適用する際の実効税率は 40％とする。
　（5）当社が保有および売買している有価証券は
次の資料に示したもののみである。
　A 社株式（その他有価証券）
　（1）第 X0 期期末残高取得原価＠￥200，時価
＠￥220，株式数 500 株
　（2）第 X1 期期中取引
　① 4 月 6 日に＠￥231.5 にて 400 株購入した。
購入代価と購入手数料￥900 の合計は後日支払
うこととした。
　② 12 月 16 日に＠￥280 にて 600 株購入した。
購入代価と購入手数料￥1,500 の合計は後日支
払うこととした。
　（3）第 X1 期期末
　A 社株式の時価は＠￥320 であった。
　（4）第 X2 期期中取引
　5 月 10 日に＠￥350.5 にて 1,000 株を売却した。
また，売却手数料として￥3,500 が差し引かれ
た残額は後日受け取ることとした。
　B 社社債（満期保有目的債券）
　（1）第 X0 期期末残高なし
　（2）第 X1 期期中取引
　① 10 月 2 日に B 社社債（利率：年 1.2％，利
払日：毎年 1 月 31 日と 7 月 31 日の年 2 回）を
額面＠￥100 当たり＠￥100（裸相場）で総額
￥1,000,000 を購入する約定を行い，端数利息
を含む代金の支払いと社債の受け渡しは 4 日後
に行うこととした。なお，端数利息は受渡日ま
での日割計算によること。
　② 1 月 31 日に B 社社債の半年分の利息が当社
普通預金口座へ振り込まれた。
　（3）第 X1 期期末
　B 社社債の時価は＠￥101 であった。また，X2
年 7 月 31 日の利払いに適用される利率は年
1.5％である。
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　問
　（1）第 X1 期期末の貸借対照表におけるその他
有価証券評価差額金の金額を答えなさい。
　（2）第 X1 期の損益計算書における有価証券利
息の金額を答えなさい。
　（3）第 X1 期期末の貸借対照表における投資有
価証券の金額を答えなさい。
　（4）第 X2 期の損益計算書における投資有価証
券売却損益の金額を答えなさい。なお，売却益
と売却損のいずれかに◯をつけて答えること。
　（5）仮に A 社が当社の子会社であった場合，
第 X1 期期末の当社の連結貸借対照表における
投資有価証券の金額を答えなさい。
　この論点は，有価証券の期中売買と決算整理に
関するものである。
　まず，（1）の設問については，平成 28 年度か
ら出題される可能性のある問題となる。
　有価証券（これまでは「売買目的有価証券」と
表現していたが，今後は有価証券と表現すること
になった）の購入に関して確認するものである。
基本的には有価証券の購入にあたっては，株式そ
のものの金額だけを仕訳するわけではなく，いわ
ゆる付随費用も含めて取得原価とすることになっ
ている。出題範囲表でいえば，3 級の範囲にあた
る。結果として，以下のように，取得原価と 1 株
当たりの単価は計算される。
　4/6…A 社株式の 0 期の期末残高と 4/6 の期中
取引
　（＠￥200×500株＋＠￥231.5×400株＋￥900）
÷ 900 株＝＠￥215
　12/16…A 社株式の 1 期期中取引 12/16
　（＠￥215×900株＋＠￥280×600株＋￥1,500）
÷ 1,500 株＝＠￥242
　A 社株式の資料（3）からわかる決算日時価
＠￥320 と，上記の計算により算定した取得原価
＠￥242 の差額がある。
　￥117,000 ＝（￥320 －￥242）× 1,500 株につい
ては，「その他有価証券」を増加させる必要があ
る。
　なお，税効果会計を考慮した場合のケースにつ
いては平成 30 年度において改定される予定では
あるが，次のようになる。
　〇税効果会計の不適用
　￥70,200 のその他有価証券評価差額金
　〇税効果会計の適用
　￥28,080（40％部分）繰延税金負債
　￥42,120（60％部分）その他有価証券評価差額
金
　なお，仕訳は以下のようになる。
　その他の有価証券 117,000/その他有価証券表差
額金 117,000
　その他有価証券表差額金 46,800/その他有価証
券 46,800
　（2）の設問は有価証券利息を算定する問題であ
り，基本的には現行の出題区分表の 2 級の範囲の
ものである。有価証券利息は，以下の場合に生ず
るものである。
　〇 B 社社債における（2）①の取引（端数利息）
　満期保有有価証券 1,000,000  未払金 1,002,203
　有価証券利息　　　　2,203
　〇②の利息の受取り
　普通預金 6,000/有価証券利息 6,000
　〇（3）の決算時点での未収利息
　未収利息 2,500/有価証券利息 2,500
　なお，B 社社債の取得価額と額面金額が異なり，
かつその差額が金利の調整と認められる場合には，
償却原価法による処理からも有価証券利息が生じ
る。
　次に，（3）の問題は，A 社株式は時価評価によ
る以下の金額が貸借対照表の価額となる。
　＠￥320 × 1,500 株＝￥480,000
　それに対して，B 社社債の満期保有目的債券は
時価評価を行わないので，以下が貸借対照表の価
額となる。
　＠￥100 × 10,000 株＝￥1,000,000
　こうした問題は平成 28 年度以降の出題範囲と
なる。
　さらに，（4）の問題は，損益計算書における投
資有価証券の売却損益を算定するものである。
　その他有価証券は 01 期の期末において時価評
日本商工会議所簿記検定出題範囲改定に関する一考察 27
価を行っている。02 期に洗替処理が行われる。
よって，以下の金額を算定することで計算される。
　（＠ 350.5 －＠￥242）× 1,000 株＝￥108,500
　￥108,500 －￥3,500 ＝￥105,000
　未収入金 347,000  その他有価証券 247,000
　　　　　　　　　  投資有価証券売却益 105,000
　最後に，（5）は，平成 29 年度の改定から出題さ
れる範囲となる。これまでは 1 級の範囲であった
連結会計が（5）においても考慮されることになる。
　個別財務諸表において，子会社株式は，関連会
社株式とともに「関係会社株式」として表示され
る。実務の動向をとり込んだものである。
　一方で，連結財務諸表の作成では，投資と資本
の相殺消去が行われる。したがって，子会社株式
は貸借対照表上に計上されない。したがって，基
本的には連結財務諸表には B 社社債が計上され
ることになる。すなわち，以下のようになる。
　＠￥100 × 10,000 株＝￥1,000,000
2.2.　有価証券の決算整理に関する問題
　サンプル問題のうち，有価証券の決算整理に関
する問題は次のとおりである。
　平成 27 年 3 月末（会計期間は 3 月末を決算と
する 1 年間）に関する資料にもとづき，以下の
各問に答えなさい。
　決算整理前の有価証券に関する勘定科目の帳簿
価額
　売買目的有価証券（省略）
　その他有価証券　￥  557,500
　満期保有目的債券￥  203,000
　子会社株式　　　￥2,600,000
　問
　（1）売買目的有価証券に関連して生じた当期の
損益（売買損益，受取配当金，および評価損
益）の合計を答えなさい。なお，運用益・運用
損のいずれかも答えること。
　（2）その他有価証券評価差額金の金額を答えな
さい。なお，評価差額は全部純資産直入法によ
り処理するものとし，税効果会計を適用する際
の実効税率は 40％とする。また，借方・貸方
残高のいずれかも答えること。
　（3）当期の有価証券利息の金額を答えなさい。
なお，当期に債券の売買は行っていない。
　（1）は，売買目的有価証券に関連して生じた当
期の損益に関する問題である。売買目的有価証券
については，売却による損益，配当金の受け取り
による損益，そして期末評価にかかわる評価損益
がある。これらについて，個々に検討する必要が
ある。
　〇売却による損益…△￥83,000
　〇配当金の受け取りによる損益（未収）…
￥20,000
　 〇 期 末 評 価 に よ る 損 益 … ￥1,095,000 －
￥950,000 ＝￥145,000
　（2）は，その他有価証券評価差額金の額を算定
決算整理前の有価証券台帳における残高等（単位：円）3）
取得日 取得価額 株数・口数 時価 売却損益等
売買目的
有価証券＊1
－ 950,000 － 1,095,000 △ 83,000
その他
有価証券
A 社株式
平成 18 年
4 月 3 日
＠ 3,200 100 株 ＠ 2,800 －
B 社社債＊2
平成 26 年
2 月 4 日
＠ 95 2,500 口 ＠ 94 －
満期保有
目的債券
C 国債＊3
平成 24 年
10 月 1 日
＠ 103 2,000 口 ＠ 102 －
子会社
株式
D 社株式
平成 10 年
4 月 1 日
＠ 2,000 1,000 株 ＠ 2,350 －
E 社株式＊4
平成 27 年
3 月 14 日
＠ 1,200 500 株 － －
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する問題である。まずは，A 社株式と B 社社債
について時価へ評価替えを行うことが必要になる。
　〇その他有価証券帳簿価額￥557,500 －（A 社株
式 ＠ ￥2,800 × 100 株 ＋ ＠ ￥94 × 2,500 口 ）＝
￥42,500
　仕訳は，次のようになる。
　その他有価証券評価差額金 42,500/その他有価
証券 42,500
　また，税効果会計が適用されるため，評価差額
の 40％は繰延税金資産となる。そして，残りの
60％がその他有価証券評価差額金になる。
　仕訳は，次のようになる。
　繰延税金資産 17,000/その他有価証券評価差額
金 17,000
　〇上記 2 つの仕訳による借方差額分￥25,500 が
その他有価証券評価差額金の額となる。
　（3）は，有価証券利息の額を算定する問題であ
る。まず，B 社社債は，以下のように有価証券利
息が生じることになる。
　〇￥11,250 ＝￥250,000 ×年 4.5％
　また，C 国債も有価証券利息が生じる。
　〇￥3,600 ＝￥200,000 ×年 1.8％
　注にあるように，償却原価法による処理額は次
のとおりである。
　〇￥2,000 ＝＠￥3 ÷ 3 年× 2,000 口
よって，
　￥1,600 ＝￥3,600 －￥2,000
　（参考）出題年度に関する留意点　売買目的有
価証券は，現行の出題範囲においてもすでに 3 級
の範囲に含まれるため，2 級において出題可能で
ある。その他有価証券は，平成 28 年度から出題
範囲とされる。税効果会計に関する部分について
は，平成 30 年度から出題範囲とされる。子会社
株式および関連会社株式は，平成 28 年度からの
出題範囲とされる。
2.3.　製造業を営む会社の決算処理に関する問題
　問題　受注生産・販売を行っている S 製作所
の［資料 1］と［資料 2］にもとづいて，区分
式損益計算書に表示される，売上高，売上原価，
売上総損益，販売費及び一般管理費，営業損益，
営業外収益，営業外費用，経常損益，特別利益，
特別損失，税引前当期純損益，法人税等，当期
純損益の金額を答えなさい。なお，会計期間は
平成 X7 年 4 月 1 日から平成 X8 年 3 月 31 日ま
での 1 年間である。
　［資料 2］
　3 月の取引・決算整理等に関する事項
　1.　3 月について，材料仕入高（すべて掛仕入）
￥90,000，直接材料費￥70,000，直接工直接作
業賃金支払高（現金払，月初・月末未払なし）
￥80,000，製造間接費予定配賦額￥90,000，間
接材料費実際発生額￥20,000，間接材料費と以
下の事項以外の製造間接費実際発生額（すべて
現金支出を伴う）￥32,500，当月完成品総合原
価￥230,000，当月売上原価￥220,000，当月売
上高（すべて掛売上）￥320,000 である。年度
末に生じた原価差異は，次に示されている事項
のみである。なお，原価差異は，いずれも正常
なものである。また，平成 X7 年 4 月から平成
X8 年 2 月までの各月の月次決算で生じた原価
差異はそれぞれの月で売上原価に賦課されてい
るものとする。
　2.　決算にあたり実地棚卸を行ったところ，材
料 実 際 有 高 は ￥48,000， 製 品 実 際 有 高 は
￥33,000 であった。減耗は，材料・製品とも正
常な理由により生じたものであり，製品の棚卸
減耗については売上原価に賦課する。 
　3.　固定資産の減価償却費については，期首に
年間発生額を見積もり，次の月割額を毎月計上
し，決算月も同様の処理を行う。建物￥4,000
（製造活動用￥2,600，販売・一般管理活動用
￥1,400），機械装置（すべて製造用）￥11,200
　4.　過去の実績をもとに，売上債権の期末残高
に対して 1％，短期貸付金の期末残高について
2％の貸倒れを見積もり，差額補充法により貸
倒引当金を設定する。なお，営業外債権に対す
る貸倒引当金の決算整理前の期末残高はゼロで
ある。
　5.　退職給付引当金については，年度見積額の
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12 分の 1 を毎月計上しており，決算月も同様
の処理を行う。製造活動に従事する社員にかか
わるものは，￥24,000/月，それ以外の社員に
かかわるものは￥16,000/月である。年度末に
繰入額を確定したところ，年度見積額に比べ，
製 造 活 動 に 携 わ る 従 業 員 に 関 わ る も の は
￥1,500 多かった。それ以外の社員にかかわる
ものは，年度初めの見積もりどおりであった。
　6.　過去の経験率にもとづき￥5,000 の製品保
証引当金を設定した。決算整理前残高試算表に
計上されている製品保証引当金に関する特約期
間は終了した。なお，製品保証引当金戻入につ
いては，製品保証引当金繰入と相殺し，それを
越えた額については，営業外収益の区分に計上
する。
　7.　税引前当期純利益の 40％を「法人税，住民
税及び事業税」に計上する。なお，法人税，住
民税及び事業税の算出額については，税法の規
定により 100 円未満は切り捨てとする。
　製造業を営む会社の決算処理に関する問題は，
簿記検定 2 級において，商業簿記と工業簿記との
複合的な問題である。これまでは，商業簿記にか
かわる決算整理にかかわる論点としては工業簿記
にかかわる製造原価の計算が範囲ではなく，一方
でこれまでの工業簿記にかかわる財務諸表の作成
にかかわる論点としては商業簿記にみられる決算
整理の処理が範囲ではなかったからである。
　この点からすれば，出題区分表の改定によるこ
うした出題が可能となることは好ましいことと思
われる。
　さて，そうした新傾向とはいえ，問題を解くと
いうことからすれば，まずは，［資料 2］について，
仕訳を正確にしていくことが必要となる。
　1.
　材料 90,000/買掛金 90,000
　　　仕掛品 70,000
　製造間接費 70,000  材料 90,000
　賃金 80,000/現金 80,000
　仕掛品 170,000  賃金 80,000
　　　　　　　　製造間接費 90,000
　製造間接費 32,500/現金 32,500
　製品 230,000/仕掛品 230,000
　売上原価 220,000/製品 220,000
　売掛金 320,000/売上 320,000
　2.
　棚卸減耗費 100/材料 100
　製造間接費 100/棚卸減耗費 100
　売上原価 2,000/製品 2,000
　3.
　減価償却費 15,200  建物減価償却累計額 4,000
 機械装置減価償却累計額 11,200
　　　　製造間接費 13,800　減価償却費 15,200
　販売費及び一般管理費 1,400
　4.
　貸倒引当金繰入 15,820/貸倒引当金 15,820
　5.
　退職給付費用 40,000/退職給付引金 40,000
　　　　　製造間接費 24,000　退職給付費用 40,000
　販売費及び一般管理費 16,000
　原価差異 1,500/退職給付引当金 1,500
　6.
　製品保証引当金 6,000/製品保証引当金戻入 6,000
　製品保証引当金繰入 5,000/製品保証引当金 5,000
　原価差異 400/製造間接費 400
　売上原価 1,900/原価差異 1,900
　7.
　法人税等 343,000  仮払法人税等 150,000
　　　　　　　　　  未払法人税等 193,000
　これらの仕訳をもとに，問題にある表示科目の
金額について検討していく。
　（1）売上高
　資料 1 残高試算表￥3,530,000 ＋資料 2 ￥320,000
＝￥3,850,000
　（2）売上原価
　資料 1 残高試算表￥2,265,000 ＋資料 2 ￥220,000
＋資料 2 ￥2,000 ＋資料 2 ￥1,900 ＝￥2,488,900
　（3）売上総損益→（1）－（2）
　￥1,361,100
　（4）販売費及び一般管理費
　資料 1 残高試算表￥478,260 ＋資料 2 ￥14,020
＋資料 2 ￥1,400 ＋資料 2 ￥16,000 ＝￥509,680
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　（5）営業損益→（3）－（4）
　￥851,420
　（6）営業外収益
　資料 2 ￥6,000 －資料 2 ￥5,000 ＝￥1,000
　（7）営業外費用
　資料 1 残高試算表￥18,000 ＋資料 2 ￥1,800 ＝
￥19,800
　（8）経常損益→（5）＋（6）－（7）
　￥832,620
　（9）特別利益
　資料 1 残高試算表￥25,000
　（10）特別損失
　ゼロ
　（11）税引前当期純損益→（8）＋（9）－（10）
　￥857,620
　（12）法人税等
　￥857,620 × 40% ＝￥343,048
　（13）当期純損益→（11）－（12）
　￥857,620 －￥343,000（￥343,048）＝￥514,620
損益計算書
　Ⅰ売上高 3,850,000
　Ⅱ売上原価 2,488,900
　　売上総利益 1,361,900
　　販売費及び一般管理費 509,680
　　営業利益 851,420
　Ⅲ営業外収益 1,000
　Ⅳ営業外費用 19,800
　　経常利益 832,620
　Ⅴ特別利益 25,000
　Ⅵ特別損失 0
　　税引前当期純利益 857,620
　Ⅶ法人税等 343,000
　　当期純利益 514,620
3.　簿記会計教育の課題と展開
　「最近の簿記検定は範囲が変わって大変だ」と
学生から少し不安そうな声を聞く。たしかに，本
稿で示したきたように，新出問題も増えてくる状
況にある。企業環境，そして取引の変化に伴い，
検定級によっては新たな項目が加わり，逆に改廃
される項目があることは当たり前のことに過ぎな
い。
　ただ，検定試験という意味合いでは，問題の質，
レベル感が変わってはならないように思う。合格
率が例えば 2 級の場合，40％程度の合格率が望
まれるのではないか。しかし，20％台前半とい
う合格年月もありうる。これについては日本商工
会議所の作成側についても見直す必要がある。
　試験問題は人が作るものであり，難易度はその
時々で変わるのもよくわかる。ただ，それをでき
うる限り平坦化させていく努力をするべきと思う。
　AI を活用し，試験問題が作成される…そんな
時代が来るかもしれない。
【注】
1） 日本商工会議所（2015），平成 28 年度以降の簿記検定試験
出題区分表等の改定等について　http://www.kentei.ne. 
jp/7293　The last access 2016/02/06
2） 日本商工会議所（2015/12/11）,「2 級・新規論点に関するサ
ンプル問題」。本稿は日本商工会議所から公表されたサンプ
ル問題の一部につき，示された解答・解説に依拠し，なお
細かな解説を試みたものである。
3） 各有価証券については次のような注釈がある。
　　＊ 1：取得価額および時価は期末に保有している全銘柄の
合計額であり，売買損益等は，売買損益のほか受取配当金
を含むものであり，当期 1 年間の合計額である。また，3
月末までに配当権利落ちした銘柄に関して来期に受け取る
ことが予想される配当金は￥20,000 であり，当期に未収配
当金を計上する。＊ 2：1 口当たりの額面は＠￥100，利率
は年 4.5％，利払日は年 2 回（1 月末日および 7 月末日），
満期日は平成 29 年 7 月末である。なお，取得価額と額面金
額との差額は金利の調整と認められないため，償却原価法
は適用しない。＊ 3：1 口当たりの額面は＠￥100，利率は
年 1.8％，利払日は年 2 回（9 月末日および 3 月末日），満
期日は平成 27 年 9 月末（当期末より 1 年以内）である。な
お，取得価額と額面金額との差額は金利の調調整と認めら
れる。＊ 4：Ｅ社は非上場である。
（2016 年 9 月 23 日　受稿）2016 年 10 月 26 日　受理
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